
産業立地地域の産業集積形成と活性化を目指す
　
円
高
な
ど
六
重
苦
、
七
重
苦
や
東
日
本
大
震
災
の
影

響
に
直
面
し
つ
つ
も
、
国
内
で
の
工
場
立
地
、
設
備
投

資
が
増
加
し
て
い
る
。
市
場
の
変
化
、
リ
ス
ク
の
分

散
、
経
済
産
業
省
の
国
内
立
地
推
進
補
助
金
交
付
な
ど

の
影
響
が
大
き
い
。
し
か
し
、
海
外
で
の
工
場
立
地
、

設
備
投
資
も
増
加
し
て
お
り
、
国
内
よ
り
も
勢
い
が
あ

る
。
主
因
は
一
向
に
収
ま
ら
な
い
円
高
を
は
じ
め
、
六

重
苦
な
ど
諸
外
国
と
の
競
争
条
件
が
イ
コ
ー
ル
フ
ッ
テ

ィ
ン
グ
で
な
い
こ
と
だ
。
こ
の
状
態
が
今
後
も
続
く
の

で
あ
れ
ば
、
国
内
で
事
業
展
開
し
た
く
と
も
、
海
外
で

の
事
業
展
開
に
拍
車
を
か
け
ざ
る
を
得
な
い
と
す
る
経

営
者
の
発
言
が
目
立
ち
、
産
業
空
洞
化
の
進
展
が
懸
念

さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
を
回
避
す
る
た
め
に
は
、
国
内
で

国
際
競
争
力
の
強
い
事
業
環
境
を
整
備
し
、
立
地
競
争

力
を
高
め
る
以
外
に
道
は
な
い
。

真野　博司産業立地研究所代表取締役社長

立
地
競
争
力
強
化
、
産
業
集
積
拠
点
形
成
を
急
げ

勢
い
は
海
外

両
輪
立
て

東
日
本
大
震
災
後
の
産
業
立
地
国
内
の
立
地
動
向
と
今
後
の
立
地
方
策
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今
後
の
国
内
立
地
、
海
外

立
地
は
ど
う
な
る
か
。
「
日

本
企
業
の
海
外
事
業
展
開
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
」

日
本
貿

易
振
興
機
構
、

年
３
月

に
よ
る
と
、
海
外
・
国
内
で

の
今
後

３
年
程
度

の
事

業
方
針
に
つ
い
て
回
答
し
た

製
造
業
は
１
５
７
５
社
。
内

訳
は
海
外
で
事
業
拡
大
４
１

６
社
、
海
外
・
国
内
と
も
に

事
業
拡
大
６
０
７
社
、
国
内

で
事
業
拡
大

社
な
ど
。
海

外
・
国
内
と
も
に
拡
大
が
多

い
が
、
海
外
拡
大
と
国
内
拡

大
を
比
べ
る
と
海
外
が
大
き

く
上
回
っ
て
い
る
。

　
「
東
日
本
大
震
災
の
影
響

と
事
業
活
動
の
見
通
し
に
つ

い
て
　
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
」

日
本
立
地
セ
ン
タ
ー
、

年
１
月

に
よ
る
と
、
将
来

の
事
業

生
産

活
動
の
見

通
し

図
１

に
つ
い
て
回

答
し
た
企
業
は
１
８
６
５

社
。
内
訳
は
国
内
強
化
９
２

２
社

・
４
％

、
国
内

・
海
外
強
化
３
９
０
社

・
９
％

、
海
外
強
化
２
６

８
社

・
４
％

な
ど

で
、
国
内
強
化
が
海
外
強
化

を
大
き
く
上
回
っ
た
。
ま
た

「
新
規
工
場
立
地
計
画
に
関

す
る
動
向
調
査
」

日
本
立

地
セ
ン
タ
ー
、

年
１
月

で
は
、
回
答
企
業
３
４
８
５

社
の
う
ち
、
新
規
計
画
あ
り

は
４
３
０
社
。
内
訳

複
数

回
答

は
国
内
立
地
４
１
５

件
、
海
外
立
地

件
、
不
明

件
で
国
内
が
圧
倒
的
に
多

い

図
２

。

　
産
業
界
が
「
日
本
国
内
投

資
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

年

月
、
国
内
投
資
促
進
円

卓
会
議

で
、
諸
外
国
と
の

競
争
条
件
が
イ
コ
ー
ル
フ
ッ

テ
ィ
ン
グ
に
な
れ
ば
国
内
で

の
設
備
投
資
を
増
や
す
と

し
、

年
度
実
績
約

兆
円

に
対
し
、
５
年
後
に
約

兆

円
、

年
後
に
約
１
０
４
兆

円
の
設
備
投
資
の
実
現
を
目

指
す
と
の
投
資
行
動
目
標
を

提
示
し
た
こ
と
も
忘
れ
て
は

な
ら
な
い
。

　
こ
の
よ
う
に
企
業
の
今
後

の
事
業
展
開
は
適
地
適
産
を

求
め
て
、
国
内
拡
大
、
海
外

拡
大
の
両
面
で
取
り
組
む
方

向
に
あ
る
。
海
外
志
向
が
高

ま
る
中
で
、
国
内
指
向
の
根

強
さ
も
目
立
つ
。
た
だ
し
、

海
外
は
昨
今
の
情
勢
か
ら
見

て
、
国
を
選
び
直
す
必
要
が

あ
ろ
う
。

　
企
業
は
適
正
な
国
際
分
業

体
制
を
確
立
し
、
国
内
と
海

外
の
生
産
拠
点
の
機
能
分
担

を
図
り
、
国
内
で
の
成
果
を

海
外
に
移
転
し
、
海
外
で
の

成
果
を
国
内
に
還
元
さ
せ
、

収
益
性
を
高
め
、
共
存
共
栄

さ
せ
て
い
く
こ
と
を
狙
っ
て

い
る
。
例
え
ば
、
国
内
の
工

場
の
マ
ザ
ー
機
能
を
強
化
す

る
こ
と
、
国
内
で
は
高
付
加

価
値
製
品
、
高
機
能
製
品
、

高
機
能
素
材
、
高
機
能
部
品

な
ど
の
生
産
に
特
化
す
る
こ

と
、
高
付
加
価
値
製
品
な
ど

で
も
国
内
よ
り
も
海
外
の
方

が
収
益
を
上
げ
や
す
い
も
の

は
国
内
か
ら
海
外
に
生
産
を

移
す
こ
と
、
円
高
対
応
で
国

内
か
ら
の
輸
出
を
海
外
か
ら

の
輸
出
に
切
り
替
え
る
こ

と
、
海
外
で
は
現
地
ニ
ー
ズ

に
即
応
す
る
製
品
、
部
品
を

生
産
す
る
こ
と
な
ど
で
対
応

す
る
と
し
て
い
る
。

　
経
済
産
業
省
の
「
工
場
立

地
動
向
調
査
」

２
０
１
２

年
３
月

に
よ
る
と
、

年

の
全
国
の
工
場
立
地

用
地

取
得

は
８
６
９
件
で
、
ワ

ー
ス
ト
を
記
録
し
た

年
の

７
８
６
件
を
上
回
っ
た
。
こ

れ
は

年
の
８
６
７
件
を
わ

ず
か
に
上
回
っ
た
も
の
で
、

年
の
１
７
９
１
件
、

年

の
１
６
３
０
件
を
大
き
く
下

回
り
、
過
去
４
番
目
の
低
い

水
準
で
あ
る
。
海
外
立
地
の

影
響
を
受
け
、
国
内
立
地
が

減
少
の
一
途
に
あ
る
こ
と
に

変
わ
り
は
な
い
。

　
だ
が
、
注
目
す
る
べ
き
は

８
６
９
件
の
う
ち
、
海
外
立

地
と
比
較
し
て
国
内
立
地
を

選
定
し
た
企
業
が

社
あ
る

こ
と
だ
。
こ
れ
は

年

社
、

年

社
、

年

社

に
比
べ
、
３
倍
強
の
増
加
。

選
定
に
当
た
り
重
視
し
た
理

由

表
１

は
、
国
県
市
町

村
の
助
成
・
協
力

件
、
対

事
業
所
サ
ー
ビ
ス
業
の
充
実

件
、
関
連
企
業
へ
の
近
接

性

件
、
市
場
へ
の
近
接
性

８
件
、
知
的
財
産
の
保
護
へ

の
配
慮
８
件
な
ど
。

　
設
備
投
資
も
増
え
て
い

る
。
「
全
国
設
備
投
資
計
画

調
査
」

日
本
政
策
投
資
銀

行
、

年
８
月
、
資
本
金

億
円
以
上
の
大
企
業
が
対

象

に
よ
る
と
、

年
度
の

全
産
業
の
国
内
設
備
投
資
計

画

回
答
企
業
２
２
１
４

社

は
前
年
度
比

・
２
％

増
の

兆
９
８
５
３
億
円
と

５
年
ぶ
り
に
増
加
。
こ
の
う

ち
製
造
業
は
同

・
１
％
増

の
５
兆
８
１
７
７
億
円
。
投

資
の
動
機
は
能
力
増
強

・

１
％
、
維
持
・
補
修

・
９

％
、
新
製
品
・
製
品
高
度
化

・
９
％
、
合
理
化
・
省
力

化

・
８
％
、
研
究
開
発
９

・
５
％
、
そ
の
他

・
８
％

と
な
っ
た
。

　
一
方
、
全
産
業
の
海
外
設

備
投
資
計
画

１
１
２
７

社

は
前
年
度
比

・
５
％

増
の
３
兆
８
９
９
７
億
円
。

こ
の
う
ち
製
造
業
は
同

・

９
％
増
の
２
兆
７
５
１
７
億

円
。
海
外
投
資
額
は
国
内
の

半
分
近
く
に
達
し
、
増
加
率

は
国
内
の
１
・
５
倍
と
勢
い

が
あ
る
。

　
製
造
業
の
海
外
生
産
比
率

も
年
々
、
増
加
し
て
い
る
。

「
第

回
海
外
事
業
活
動
基

本
調
査
」

経
産
省
、

年

５
月
、
調
査
時
点

年
３
月

末

に
よ
る
と
、

年
度
の

・
３
％
が

年
度
に
は

・
７
％
、

年
度
に
は

・

１
％
に
上
昇
し
た
。

年
度

の
海
外
生
産
比
率
が
高
い
業

種
は
輸
送
機
械

・
２

％

、
情
報
通
信
機
械

・
４
％

、
汎
用
機
械

・
３
％

な
ど
外
需
指
向
型

業
種
。
低
い
業
種
は
石
油
・

石
炭

２
・
４
％

、
金
属

製
品

３
・
９
％

、
木
材

紙
パ
ル
プ

４
・
５
％

、

食
料
品

５
・
０
％

、
繊

維

６
・
２
％

な
ど
内
需

指
向
型
業
種
で
あ
る
。
こ
の

傾
向
は
過
去

年
間
お
お
む

ね
同
様
で
あ
る
。


